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セクター別脱炭素アプローチ 
2025年 10月 31日公表 

目 的 

1. 本文書は、温室効果ガス排出目標の開示事項であるセクター別脱炭素アプローチの理解ために、
参考となる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 
気候関連の目標、温室効果ガス排出目標、セクター別脱炭素アプローチ 

 
何が求められているのか 

2. SSBJ基準では、企業が設定した気候関連の目標及び法令により満たすことが要求されている目
標がある場合、当該目標に関する情報を開示することが求められています。 

戦略的目標の達成に向けた進捗をモニタリングするために設定した定量的及び定性的な気候
関連の目標並びに企業が活動する法域の法令により満たすことが要求されている目標がある
場合、これらの目標に関する情報を開示しなければならない。これらの目標には、温室効果ガ
ス排出目標を含む（第 97項から第 99項参照）。（気候基準第 92項） 

  
3. また、気候関連の目標として、温室効果ガス排出目標を開示する場合、セクター別脱炭素アプロ

ーチを用いて算定されたかどうかを開示することが求められています。 

第 92項から第 95項に従って温室効果ガス排出目標を開示する場合、第 92項から第 95
項に基づく開示に加え、温室効果ガス排出目標のそれぞれについて、次の事項を開示しなけ
ればならない。（気候基準第 97項） 
(4) 温室効果ガス排出目標がセクター別脱炭素アプローチを用いて算定されたかどうか 

 
セクター別脱炭素アプローチとはなにか 

4. セクター別脱炭素アプローチは、科学的根拠のある目標イニシアティブ（SBTi）などで用いられて
いる手法であり、国際的なレベルで行われた温室効果ガス排出目標（例えば、気候変動に関す
る最新の国際協定を通じて設定されたもの）をセクター別のベンチマークに変換し、個別の企業
のパフォーマンスを比較できるようにするセクターごとのアプローチです（気候基準 BC217項）。 

5. 排出量削減目標の設定に関しては、例えば、環境省のグリーン・バリューチェーンプラットフォームに
おいて、SBTi の概要が説明されており、参考になると考えられます。 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html
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6. SBTi では、いくつかのセクターについて、2050 年における活動量当たりの原単位の低減水準を
設定しており、当該セクターに該当する企業は、その原単位まで削減するという目標を設定するこ
とができます。2050 年のセクターごとの原単位目標は、国際エネルギー機関（IEA）が実施した
最適化計算による原単位予測をベースにして、SBTi にて設定されています。詳細は、例えば、環
境省公表資料「SBT（Science Based Targets）について」が参考になると考えられます。 

7. SBTi のセクター別脱炭素アプローチに基づく温室効果ガス排出目標の算定は、具体的には、次
の手順で実施すると考えられます。 

① 国際的なレベルで取り決められた温室効果ガス排出目標が、セクター別の温室効果ガス排
出目標に配分される。 

② 上記①の配分には、セクター固有の要素等（将来の経済成長、需給予測、エネルギー供
給方法等）が加味され、将来におけるセクター別の活動量当たり原単位排出目標が算定
される。 

③ 個別の企業の活動量当たり原単位の温室効果ガス排出を、セクター固有の要素等（将
来の経済成長、需給予測、エネルギー供給方法等）で補正することで、個別の企業の活
動量当たり原単位排出目標が算定される。 

出典︓SBTi公表資料「Sectoral Decarbonization Approach Report」を用いて、SSBJ
事務局が作成 
 

設 例 

設例は、SSBJ 基準の定めについて理解を深めるために参考として示す一例であり、各企業の実情等に
応じて考慮事項は異なることにご留意ください。 

 
1. 前提 
(1) この設例では、SBTi のセクター別脱炭素アプローチに基づく削減目標の設定の概要及び考え方を

理解することを目的としており、一部簡素化した表現及び前提を用いている。 
(2) A 社は、建物の所有権を保有するオーナー兼賃貸人（owner-lessor）であり、SBTi が定める

建築（building）セクターに属している。 
(3) A 社は、建築（building）セクターを前提として、建物全体の使用から生じるオペレーショナル・カ

ーボン（whole building in-use operational emissions）の目標設定にあたり、SBTiのセ
クター別脱炭素アプローチを用いた目標（短期目標として５年から 10年内の目標）を算定し、そ
の温室効果ガス排出目標を開示している（2.開示例参照）。 

(4) A社が、SBTi のセクター別脱炭素アプローチに基づく活動量当たり原単位排出目標を設定する際
に、利用した基礎係数・前提は次のとおりである。 

 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_syousai_all_20250131.pdf
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指標・データ 基礎係数・前提 

基準年度 2024年度 

目標年度 2030年度 

セクターの市場規模、 
A社の事業規模やシェア 

基準年度及び目標年度ともに、同水準であるとする（フロア面積も同
水準とする）。 

シナリオ 世界の気温上昇を産業革命以前と比較して 1.5℃以内に抑えるシ
ナリオを想定する。 

事業活動・排出量に関
するデータ 

基準年度の実績データ 
 

指標 A社 

オペレーショナル・カーボン（t-CO2e） 1,000 

所有するフロア面積（千m2） 50 

活動量当たり原単位（t-CO2e/千m2） 20 

セクターに関するデータ 基準年度のデータ 

指標 セクター 

オペレーショナル・カーボン（t-CO2e） 100,000 

所有するフロア面積（千m2） 1,538 

活動量当たり原単位（t-CO2e/千m2） 65 

建物の省エネ化の進展も考慮し、セクターの活動量単位当たり原単
位は、次のとおり削減する目標が設定されている。 

年度 削減率（前年度比） 

2025年～2030年 10%程度 

2031年～2040年 12～22%程度 

2041年～2050年 15～22%程度 
 

 
(5) 上記(4)に基づき、目標年度（2030年度）における A社の活動量単位当たり原単位は、基準

年度（2024年度）比で約 53％（＝10.6t-CO2e/千m2÷20t-CO2e/千m2）と算定され
た（削減率は約 47%）。これは、セクターの活動量単位当たり原単位が、2030 年度までは前
年度比およそ 10%ずつ削減する削減率と整合するものである。 
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(6) A 社は、算定結果を用いて、目標年度（2030 年度）における総量ベースの温室効果ガス排出
目標を、約 47%削減の 530t-CO2e（＝1,000t-CO2e×53%、又は＝10.6t-CO2e/千m2

×50千m2）として設定した。 
 

2. 開示例 
報告企業である A 社は、有価証券報告書において、次のとおり、温室効果ガス排出目標を開示
する。 

 

  

当社は、脱炭素に向けた取組みを加速するため、温室効果ガス排出目標を設定している。
当社の温室効果ガス排出目標は、建物全体の使用から生じるオペレーショナル・カーボン
（whole building in-use operational emissions）を対象とした総量ベースの絶対量目
標であり、2030 年度の目標として、温室効果ガス排出を 2024 年度比約 47％削減すること
を目標に設定したものである。なお、SBTi が定義する建築セクターのセクター別脱炭素アプロー
チを用いて算定している。 

 目標（2030年度） 

当社建物全体の使用から生じるオペレーショナル・カーボン
（whole building in-use operational emissions）
の排出目標 

総量ベース︓530t-CO2e 
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関連する SSBJハンドブック 

 温室効果ガス排出目標の開示 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

以 上 


